
司
法
試
験
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議

平
成
二
十
六
年
五
月
二
十
七
日

参

議

院

法

務

委

員

会

政
府
は
、
本
法
の
施
行
に
当
た
り
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
格
段
の
配
慮
を
す
べ
き
で
あ
る
。

一

我
が
国
に
お
け
る
法
曹
養
成
制
度
に
つ
い
て
は
、
法
曹
志
望
者
の
減
少
と
い
う
危
機
的
な
状
況
に
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず

抜
本
的
な
改
革
が
進
ん
で
い
な
い
こ
と
を
踏
ま
え
、
有
為
な
人
材
が
数
多
く
法
曹
を
志
望
す
る
よ
う
、
直
ち
に
必
要
な
調

査
を
実
施
し
て
在
る
べ
き
適
切
な
法
曹
人
口
を
把
握
し
た
上
、
司
法
試
験
合
格
者
数
の
削
減
等
所
要
の
方
策
を
早
急
に
検

討
し
、
速
や
か
に
実
行
す
る
こ
と
。

二

司
法
試
験
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
法
科
大
学
院
に
お
け
る
教
育
及
び
司
法
修
習
と
の
連
携
に
よ

る
プ
ロ
セ
ス
と
し
て
の
法
曹
養
成
制
度
の
理
念
を
踏
ま
え
る
こ
と
。



三

予
備
試
験
制
度
創
設
の
趣
旨
と
現
在
の
利
用
状
況
と
が
か
い
離
し
て
い
る
点
に
鑑
み
、
本
来
の
趣
旨
を
踏
ま
え
て
予
備
試

験
制
度
の
在
り
方
を
早
急
に
検
討
し
、
そ
の
結
果
に
基
づ
き
所
要
の
方
策
を
講
ず
る
こ
と
。

四

法
科
大
学
院
の
入
学
者
数
の
減
少
、
法
科
大
学
院
修
了
者
の
司
法
試
験
合
格
率
の
低
迷
等
、
法
科
大
学
院
の
置
か
れ
て
い

る
現
状
を
直
視
し
、
法
科
大
学
院
が
所
期
の
目
的
を
十
分
に
達
成
す
る
た
め
、
そ
の
教
育
水
準
の
改
善
に
取
り
組
ん
で
い

く
こ
と
と
な
る
よ
う
、
必
要
な
対
策
を
講
ず
る
こ
と
。

右
決
議
す
る
。


